




　2009年 6月 10日，日本政府は温室効果ガスを 2005年度比で 15%削減するとの中間目標を発表した。
しかもこの数値は，海外クレジット分を含まず，国内での省エネなどの努力を積み上げて算定したも










すると考え，そのためには IT 機器自体で消費するエネルギー量の削減を目指す Green of IT と，IT の
活用により産業活動や物流，オフィス活動などの効率化やエネルギー量の削減を目指す Green by IT
が欠かせないと述べている。全世界の IT 産業の CO2 排出量は世界規模の排出量のわずか 2% に過ぎ
ないため，Green of IT を積極的に推進したとしても，それほど排出量の削減に貢献するとは考えられ















識の 4 変数からなる環境経営度と，その方針を実践した形の具体的な組織体制（ISO14001 取得の有無，
環境報告書の有無，環境会計の有無など）を総合的にとらえたものである。環境行動と成果について
は，明確な環境戦略を策定すれば，それに従って組織体制が整い，組織の環境対策行動が強まり，そ
の結果，環境パフォーマンスの向上，さらには，経済パフォーマンスの向上へつながっていくことが
判明した。ただ，個々の企業において環境への取り組みに対するインセンティブがはっきりしていな
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いためか，組織の環境への取り組みが経済パフォーマンスにプラスには貢献していなかった。企業の
環境対策が功を奏して，それが持続可能な社会の実現に貢献するには，環境対策への取り組みが中長
期的には経済パフォーマンスの向上に結びつくということをさらに詳しく解明し，このことを社会に
啓蒙していく必要があるだろう。
